
保 有 個 人 情 報 利 用 停 止 請 求 書

令和 8年 10 月 1日

東京法務局長　殿

（ふりがな）みやべ　たつひこ

氏名　宮部　龍彦

住所又は居所

〒210-0802

神奈川県川崎市川崎区大師駅前 1-3-11

第 2 松坂荘 101 号

電話　080-1442-9144

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第 99 条第 1項の規定に基づ

き、下記のとおり保有個人情報の利用停止を請求します。

記

1　利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日

令和 8年 10 月 1日

2　開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報

開示決定通知書の文書番号：2庶文 1第 1471 号　日付：令和 8年 9月 18 日

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等：令和 8年 7月 1日付け 2擁

1第 551号の文書及び令和8年 7月 1日付け2擁 1第 552号の文書に係る人権侵犯事

件記録一式のうち、人権侵犯事件記録の表紙、特別事件開始報告書に関する決裁書類

一式及び開示請求者を差出人とする令和 8 年 7 月 21 日付け「申入書等の送付につい

て」と題する文書一式（東京法務局令和 8年第 44 号（本局）並びに第 130 号ないし第

184 号、第 186 号及び第 205 号に係るもの）に記録された請求者に係る保有個人情報

3　利用停止請求の趣旨及び理由

（趣旨）

第 1号該当（法第 61 条第 2項違反の保有）→利用の停止
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上記 2の保有個人情報を、請求者に作為又は不作為を求めるために利用することを

停止するよう求める。

（理由）

別葉のとおり。

4　利用停止請求者

本人

5　請求者本人確認書類

運転免許証の写し及び住民票の写し（利用停止請求の前 30 日以内に作成され、個人

番号の記載がないもの）を添付する。

6　添付資料

令和 8年 7月 21 日付け「行政指導に対する不同意、趣旨・内容等の明確化及び中止

等申入書」及びその送付状の写し（上記 2の保有個人情報の写しの 26 頁から 31 頁ま

で）　1部

以上
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別 葉 　 利 用 停 止 請 求 の 理 由

説示は、請求者の任意の協力を求めるものにすぎず、請求者はこれに応じないので

あるから、請求者に作為又は不作為を求めるために請求者の個人情報を保有しておく

必要はない。

1　説示は任意の協力を求めるものにすぎない

東京法務局長は、令和 8年 7月 1日付け 2擁 1第 552 号の文書により、請求者に対

し、別表記載の情報を削除した上で、今後、二度と同様の行為を行うことのないよう

説示した。本件保有個人情報は、この説示に係る人権侵犯事件の記録に記録されたも

ので、その利用目的は「人権侵犯事件の調査及び処理に利用するため」とされている。

説示は、特定の者に作為又は不作為を求める行為であって、処分に当たらないから、

行政手続法第 2条第 6号の行政指導であり、その内容は「あくまでも相手方の任意の

協力によってのみ実現される」（同法第32条第1項）。法務省人権擁護局長も、国会で、

「要請、説示、勧告等に相手方が従わなかったからといって、強制的にその内容を実

現することはできません」と答弁している（第 213 回国会衆議院法務委員会第 14 号、

令和 6年 4月 23 日）。

2　請求者は説示に応じない

請求者は、本件の説示その他請求者に作為又は不作為を求める一切の求めに応じな

い。請求者は、令和 8年 7月 21 日付けの申入書（写しを添付する。）で、本件の説示

に基づく削除及び将来の不掲載の求めについて任意の協力に同意しない旨を東京法

務局長に明らかにしている。この申入書は、同月22日に東京法務局人権擁護部で受け

付けられ、上記 2の保有個人情報として記録されている。

3　保有は利用目的の達成に必要な範囲を超える

応じない者に求めを重ねても、その目的は達成されないので、請求者に作為又は不

作為を求めるために請求者の個人情報を保有することは、利用目的の達成に必要な範

囲を超える（法第 61 条第 2項）。このことは、請求者の表現が人権侵犯に当たるかど

うかとは関係がない。よって、法第 98 条第 1項第 1号に基づき、その利用の停止を求

める。

以上
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